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エルナー株式会社との資本業務提携に関するお知らせ 

 

太陽誘電株式会社（以下、「当社」）は、本日付で、エルナー株式会社（以下、「エルナー」）との間で、資本業

務提携（以下、「本資本業務提携」）を行うことを合意いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．資本業務提携の理由 

当社は、積層セラミックコンデンサやインダクタ、モバイル通信用デバイス（SAW/FBAR）、回路製品などを中心

とした事業展開を行っており、それらの商品は主に、スマートフォンやパソコンなどのさまざまなIT、エレクトロニク

ス機器に搭載されています。とくに、近年は、さらなる広がりと成長が期待されている自動車、産業機器、ヘルスケ

ア、環境エネルギー市場における採用強化を目指した事業展開にも注力しています。一方、エルナーは、創業

以来70余年にわたりコンデンサとプリント基板に特化した事業を行っており、とくに耐振、耐湿、耐圧、耐高低温の

環境下でも高品質、高性能を維持できる商品の開発に注力し、多くの車載、産機市場向け顧客のニーズに応え

られる商品開発を進めています。 

本資本業務提携により、当社においては、とくにエルナーが持つ車載、産機市場に向けた商品開発や生産等

に関するノウハウを活用すること、また、車載、産機市場において、今後成長が見込まれる大型電気二重層コン

デンサ及びリチウムイオンキャパシタの共同開発、生産、資材調達協力を図ることで、市場における競争力の向

上と事業拡大を期待しています。一方、エルナーにおいては、関連製品の技術開発や生産ノウハウを共有化す

ることで、製品の付加価値の向上を見込むことを期待しています。また、相互が協力して販売することにより、両社

の売上高の拡大が期待できます。 

そのような状況下、当社とエルナーが本資本業務提携を締結することにより、両社の企業価値の向上を図れる

ものと判断いたしました。 

 

２．本資本業務提携の内容等 

(１) 業務提携の内容 

① 車載用並びに産業機器用大型電気二重層コンデンサ及びリチウムイオンキャパシタの共同開発・生産、資

材調達協力 

② コンデンサ事業における技術・生産ノウハウの共有化 

③ 相互協力による販売拡大 
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 (２) 資本提携の内容 

当社は、平成26年11月17日付で、エルナーの株主である日本産業第二号投資事業有限責任組合、及び日本

産業第二号パラレル投資事業有限責任組合より、エルナーのA種優先株式15,000,000株(発行済株式総数の

26.50％)を取得いたします。 

 

３．資本業務提携の相手先の概要 

（１）名 称 エルナー株式会社 

（２）所 在 地 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目８番11号 

（３）代 表 者 の役 職 ・氏 名 代表取締役  吉田 秀俊 

（４）事 業 内 容 電子部品の製造・販売（コンデンサ、プリント回路） 

（５）資 本 金 3,508百万円 

（６）設 立 年 月 日 昭和12年5月25日 

（７）大株主及び持ち株比率 

 (平成26年6月30日現在) 

氏名又は名称 

所有株式数 

(千株) 

発行済株式総数

に対する所有株式

数の割合(％) 

日本産業第二号投資事業有限責

任組合 

旭硝子株式会社 

日本産業第二号パラレル投資事業

有限責任組合 

新木産業株式会社 

株式会社みずほ銀行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

東京海上日動火災保険株式会社 

日本証券金融株式会社 

大塚 裕司 

株式会社ＳＢＩ証券 

27,512 

(13,756) 

6,653 

2,488 

(1,244) 

1,663 

1,256 

795 

500 

475 

278 

276 

48.59 

 

11.75 

4.39 

 

2.93 

2.21 

1.40 

0.88 

0.83 

0.49 

0.48 

（注）所有株式数の（ ）内は内書きでA種優先株式数であります。 

(８)上 場 会 社 と当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 特筆すべき取引関係はありません。 

関連当事者へ

の該当状況 

該当事項はありません。 

（９）当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成23年12月期 平成24年12月期 平成25年12月期 

連 結 純 資 産 3,739 4,294 3,811 

連 結 総 資 産 25,371 24,543 26,275 

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 52.58 67.45 56.59 

連 結 売 上 高 30,311 28,778 28,803 
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連 結 営 業 利 益 1,260 939 278 

連 結 経 常 利 益 又 は 

連 結 経 常 損 失 （ △ ） 

595 404 △387 

連 結 当 期 純 利 益 又 は 

連 結 当 期 純 損 失 （ △ ） 

451 529 △533 

１株当たり連結当期純利益 

又 は 当 期 純 損 失 （ △ ） 

10.85 12.01 △12.82 

１ 株 当 た り 配 当 金 

   普 通 株 式 

 Ａ 種 優 先 株 式 

 

－ 

－ 

 

－ 

2.00 

 

－ 

－ 

 

４．日程 

（１）取 締 役 会 決 議 に 基 づ く 合 意 日 平成 26 年 11 月 14 日 

（２）資 本 業 務 提 携 契 約 書 締 結 日 平成 26 年 11 月 14 日（予定） 

（３）株式譲渡契約書締結日及び株式取得日 平成 26 年 11 月 17 日（予定） 

 

５．今後の見通し 

 本資本業務提携による平成 27 年 3 月期の業績に与える影響につきましては、軽微と考えております。 

 

以上 


